
八街市告示第１１８号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項の規定に

より、令和３年１０月１日から令和４年３月３１日までの期間における本市の

財政事情について、次のとおり公表します。

令和４年６月１日

八街市長 北村 新司

１．財政の動向

令和３年１０月１５日内閣府発表の月例経済報告によると、「景気は、新型

コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあるなか、持ち

直しの動きが続いているものの、そのテンポが弱まっている。」としていまし

たが、令和４年４月２１日内閣府発表の月例経済報告によると、「景気は、新

型コロナウイルス感染症による厳しい状況が緩和される中で、持ち直しの動き

がみられる。」とし、「先行きについては、感染対策に万全を期し、経済社会

活動の正常化に向かう中で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、景気

が持ち直していくことが期待される。ただし、ウクライナ情勢等による不透明

感がみられる中で、原材料価格の上昇や金融資本市場の変動、供給面での制約

等による下振れリスクに十分注意する必要がある。また、感染症による影響を

注視する必要がある。」とし、海外景気の動向に注意が必要としつつも、国内

景気が持ち直していくことが期待されている状況となっています。

本市においては、扶助費など社会保障関連経費が市の財政を圧迫する状況が

継続しているなか、令和元年房総半島台風を始めとした大規模な自然災害や

感染症対策が主な要因であるが、なかでも感染症が本市に与える影響は、今後

長期化するものと見込んでおり、歳入面では景気の低迷による市税の伸び悩み

が懸念され、歳出面ではポストコロナに対応する経常的な経費の増大が予想

されることから、いっそう厳しい財政運営が続くことが予想されます。



２．市長の財政方針

本市の財政状況は、人口減少や少子高齢化が進行するなか、感染症拡大防止

に資する事業費はもとより、高齢化の進展等に伴う社会保障関係費や、公共施

設の老朽化対策及び交通安全対策に係る投資的経費の増加など、歳出は大幅に

増加し、歳入は減少する見込みであることから、市の財政運営はこれまで以上

に厳しいものになると予想されます。

このような状況においても、市の最上位の計画である総合計画に基づいて、

人口減少に歯止めをかける施策、安全安心を第一としたより良い街づくりの

ために、計画的に各種施策を推進して行く必要があります。

令和３年度の予算においては、これまでに経験したことのない厳しい財政

状況を認識したうえで、限られた財源の有効活用を図るため、施策の厳選化・

重点化を徹底し、歳入に見合った規模の財政運営を行ったところです。

今後においても、予算全般について節減合理化を推進するという基本姿勢に

立ち、これまで以上に再考と選択を徹底し、事務事業の統廃合・縮小・延伸

など、積極的な見直しを行うことで、総合計画における各取組を着実に推進

し、現状の市民サービスを維持できるように、健全な財政運営に努めるものと

しています。



３．収入及び支出の概況

　ア　一般会計

【歳入】 【歳出】

現計予算額（千円） 収入済額（千円） 未収入額（千円） 収入率（％） 現計予算額（千円） 支出済額（千円） 予算残額（千円） 執行率（％）

Ａ Ｂ ＡーＢ Ｂ／Ａ＊100 Ａ Ｂ ＡーＢ Ｂ／Ａ＊100

1 市税 7,197,131 7,022,857 174,274 97.6           1 議会費 207,140 204,451 2,689 98.7           

2 地方譲与税 170,000 179,147 △ 9,147 105.4          2 総務費 2,019,661 1,739,487 280,174 86.1           

3 利子割交付金 4,500 5,294 △ 794 117.6          3 民生費 12,150,179 10,800,472 1,349,707 88.9           

4 配当割交付金 37,000 54,530 △ 17,530 147.4          4 衛生費 3,656,155 2,514,133 1,142,022 68.8           

5 株式等譲渡所得割交付金 26,500 68,649 △ 42,149 259.1          5 農林水産業費 623,039 478,478 144,561 76.8           

6 法人事業税交付金 41,000 69,643 △ 28,643 169.9          6 商工費 285,453 267,022 18,431 93.5           

7 地方消費税交付金 1,468,000 1,555,784 △ 87,784 106.0          7 土木費 2,529,045 1,345,576 1,183,469 53.2           

8 ゴルフ場利用税交付金 18,000 23,745 △ 5,745 131.9          8 消防費 1,350,955 1,326,584 24,371 98.2           

9 自動車取得税交付金 1 1 0 100.0          9 教育費 2,692,321 2,118,098 574,223 78.7           

10 環境性能割交付金 25,000 22,571 2,429 90.3           10 災害復旧費 1 0 1 -             

11 地方特例交付金 154,348 155,129 △ 781 100.5          11 公債費 1,906,273 1,901,772 4,501 99.8           

12 地方交付税 4,559,820 4,623,298 △ 63,478 101.4          12 予備費 58,139 0 58,139 -             

13 交通安全対策特別交付金 6,000 6,219 △ 219 103.7          27,478,361 22,696,073 4,782,288 82.6           

14 分担金及び負担金 104,178 82,806 21,372 79.5           

15 使用料及び手数料 253,516 238,447 15,069 94.1           

16 国庫支出金 7,743,810 6,467,880 1,275,930 83.5           

17 県支出金 1,909,180 1,072,902 836,278 56.2           

18 財産収入 18,312 18,175 137 99.3           

19 寄附金 86,449 83,775 2,674 96.9           

20 繰入金 295,132 210,627 84,505 71.4           

21 繰越金 521,377 521,378 △ 1 100.0          

22 諸収入 448,607 446,596 2,011 99.6           

23 市債 2,390,500 1,061,500 1,329,000 44.4           

27,478,361 23,990,953 3,487,408 87.3           

　イ　特別会計

【歳入】 【歳出】

現計予算額（千円） 収入済額（千円） 未収入額（千円） 収入率（％） 現計予算額（千円） 支出済額（千円） 予算残額（千円） 執行率（％）

A Ｂ Ａ－Ｂ Ｂ／Ａ＊100 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ｂ／Ａ＊100

国民健康保険特別会計 8,918,030 8,405,406 512,624 94.3           8,918,030 8,223,410 694,620 92.2           

後期高齢者医療特別会計 732,468 684,085 48,383 93.4           732,468 634,510 97,958 86.6           

介護保険特別会計 5,072,244 4,884,293 187,951 96.3           5,072,244 4,561,167 511,077 89.9           

14,722,742 13,973,784 748,958 94.9           14,722,742 13,419,087 1,303,655 91.1           

区分区分

会計名 会計名

計

計

　後期高齢者医療特別会計

　国民健康保険特別会計

計 計

　介護保険特別会計



４．市の負担の状況

　市税収入と市民負担の状況

比較

収入額（千円） 市民１人あたり （Ａ－Ｂ）／Ｂ＊100

Ａ の負担額（円） （％）

１ 市民税 3,373,429 46.9         51,819 △ 5.9

(1) 個人 3,070,229 42.7         46,916 △ 5.4

(2) 法人 303,200 4.2          4,902 △ 10.6

２ 固定資産税 2,815,972 39.1         42,821 △ 4.9

(1) 固定資産税 2,811,821 39.1         42,759 △ 4.9

(2) 国有資産等所在市町村交付金 4,151 0.1          61 △ 2.2

３ 軽自動車税 234,302 3.3          3,415 △ 0.8

(1) 軽自動車税 5,301 0.1          103 △ 25.2

(2) 種別割 223,721 3.1          3,218 0.5

(3) 環境性能割 5,280 0.1          94 △ 19.0

４ 市たばこ税 654,713 9.1          8,815 7.4

５ 特別土地保有税 1 0.0          0 -  

６ 都市計画税 118,714 1.6          1,781 △ 3.7

7,197,131 100.0        108,651 △ 4.2

※各年度末の人口　令和３年３月末日現在68,301人、令和４年３月末日現在67,461人

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。

５．財産、公債の状況

　ア　市有財産の状況

１ 公有財産

(1) 土地 ㎡ ㎡ ㎡

(2) 建物 ㎡ ㎡ ㎡

(3) 山林 ㎡ ㎡ ㎡

(4) 有価証券 千円 千円 千円

(5) 出資による権利 千円 千円 千円

２ 物品 点 点 点

３ 基金

(1) 財政調整基金（一般会計） 千円 千円 千円

(2) 財政調整基金（国民健康保険特別会計） 千円 千円 千円

(3) 減債基金 千円 千円 千円

(4) 青少年育成基金 千円 千円 千円

(5) 地域振興基金 千円 千円 千円

(6) 地域福祉基金 千円 千円 千円

(7) 高額療養費貸付基金 千円 千円 千円

(8) 国保出産費貸付基金 千円 千円 千円

(9) 介護給付費準備基金 千円 千円 千円

(10) 落花生の郷やちまた応援寄附金によるまちづくり基金 千円 千円 千円

(11) 文化会館建設基金 千円 千円 千円

(12) 野球場建設基金 千円 千円 千円

(13) 公共施設等整備基金 千円 千円 千円

(14) 森林環境整備基金 千円 千円 千円

　イ　公債費の状況

一般会計 千円 千円 千円 千円

６．公営企業の経理の概況

　下水道業務状況説明書（下半期）及び水道業務状況説明書（下半期）をご参照ください。

区分

令和 ３ 年度最終予算 令和 ２ 年度決算

市民１人あたり
構成比（％）

収入額（千円）
構成比（％）

の負担額（円） Ｂ

49,391 3,584,247 47.7         

44,951 3,245,153 43.2         

4,439 339,094 4.5          

41,229 2,961,863 39.4         

41,168 2,957,619 39.4         

61 4,244 0.1          

3,430 236,185 3.1          

78 7,090 0.1          

3,276 222,573 3.0          

77 6,522 0.1          

9,586 609,736 8.1          

0 0 -  

1,738 123,218 1.6          

計 105,374 7,515,249 100.0        

区分 令和 ２ 年度末現在高 令和 ３ 年度中増減 令和 ３ 年度末現在高

1,112,701 △ 1,822 1,110,879

147,856 △ 163 147,693

4,589 0 4,589

500 0 500

870,954 △ 570 870,384

113 △ 2 111

1,650,081 530,332 2,180,413

506,421 60,833 567,254

122,535 1 122,536

9,982 0 9,982

1,991 0 1,991

23,010 0 23,010

6,343 1,657 8,000

2,400 0 2,400

804,100 127,405 931,505

74,588 7,518 82,106

2,449 0 2,449

3,037 35 3,072

45,000 69,000 114,000

9,620 2,622 12,242

区分 令和 ２ 年度末現在高
令和 ３ 年度中増減

令和 ３ 年度末現在高
借入額 償還額

18,113,319 1,751,500 1,837,407 18,027,412


